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諮問庁：独立行政法人住宅金融支援機構 

諮問日：平成３１年４月３日（平成３１年（独個）諮問第１９号） 

答申日：令和元年１０月２８日（令和元年度（独個）答申第３４号） 

事件名：特定職員が本人に架電してきたいきさつ等が分かる文書等の一部開示

決定に関する件（保有個人情報の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる保有個人情報（以下「本件請求保有個人情報」とい

う。）の開示請求につき，別紙の２に掲げる文書１ないし文書４２に記録

された保有個人情報（以下，併せて「本件対象保有個人情報」という。）

を特定し，一部開示した決定については，本件対象保有個人情報を特定し

たことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」と

いう。）１３条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年１０月２９日

付け住機個発第１３８１８号により独立行政法人住宅金融支援機構（以下

「機構」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定

（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

審査請求人は，平成３０年９月２８日付け，処分庁に対して保有個人

情報開示請求を行い，同年１０月２９日付け，処分庁から上記１に記載

する処分を受けた。 

しかし，本件処分は，審査請求人が開示請求した趣旨及び内容とは違

う文書が開示決定された。また，当処分における開示決定された文書名

の明示を求めたが応じなかった。 

さらに，不開示としたことの特定及び根拠と理由，不開示決定を行う

よう請求したが応じなかった。 

よって，請求の趣旨及び内容の文書を開示するよう，及び決定（不開

示）しない事に審査請求する。 

 （２）意見書 

    審査請求人から令和元年５月１２日付け（同月１４日受付）で意見書
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が当審査会宛に提出された（諮問庁に対し，閲覧をさせることは，適当

でない旨の意見が提出されており，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

本件審査請求は，法１８条１項の規定に基づき処分庁が，保有個人情報

開示決定通知書（平成３０年１０月２９日付け住機個発第１３８１８号）

により行った一部開示決定に対してなされたものである。 

 ２ 審査請求の理由について 

   上記第２の２のとおり。 

 ３ 一部開示決定の妥当性について 

（１）平成３０年９月２８日付けで審査請求人が処分庁あて請求した３通 

「保有個人情報開示請求書」中のそれぞれ「１ 開示請求する保有 

個人情報」において「別紙のとおり」として審査請求人が請求を希望し

た保有個人情報について，処分庁で保有する個人情報は開示した。 

ただし，氏名など審査請求人以外の特定の個人を認識することができ

る情報が記載されている部分について，法１４条２号に該当するため，

当該情報を不開示とした。 

したがって，一部開示とする原処分は妥当である。 

 （２）審査請求の理由として，開示請求した趣旨及び内容とは違う文書が開

示されたとあるが，上記（１）のとおりである。 

    また，文書名の明示を求めたが応じなかったとあるが，明示を求めら

れたことはない。なお，開示決定通知書に明示している。 

    つぎに，不開示とした部分の理由については，開示決定通知書に記載

している。なお，不開示決定を行うよう請求されたことはない。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３１年４月３日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 令和元年５月１４日   審査請求人から意見書を収受 

④ 同年１０月７日     審議 

⑤ 同月２４日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 

   本件開示請求は，別紙の１に掲げる保有個人情報（本件請求保有個人情

報）の開示を求めるものであるところ，処分庁は，本件請求保有個人情報

に該当する文書として，別紙の２に掲げる文書１ないし文書４２に記録さ

れた保有個人情報（本件対象保有個人情報）を特定し，その一部を法１４

条２号に該当するとして不開示とする一部開示決定（原処分）を行った。 



 

 3 

   これに対し，審査請求人は，本件対象保有個人情報は本件請求保有個人

情報とは異なる趣旨の文書であるとして，原処分の取消しを求めていると

解されるところ，諮問庁は，原処分を妥当としていることから，以下，本

件対象保有個人情報の特定の妥当性について検討する。 

 ２ 本件対象保有個人情報の特定の妥当性について 

 （１）当審査会事務局職員をして，原処分において本件対象保有個人情報を

特定した理由について，諮問庁に改めて確認させたところ，諮問庁は，

以下のとおり説明する。 

   ア 審査請求人から同日付で請求のあった３通の開示請求書に記載の請

求文書名（別紙の１に本件請求保有個人情報として掲げたもの）の

中にある，「一切全て」等の記載から，審査請求人は自らが住宅金

融公庫（当時）から融資を受けたこと及びその後の審査請求人と機

構とのやり取りに関して処分庁が保有する保有個人情報一切を求め

ているものと解されたことから，処分庁は，処分庁で保有する審査

請求人に係る保有個人情報を全て特定し，法１４条２号に該当する

不開示情報を不開示とした上で開示した。 

     なお，本件審査請求を受け，改めて，機構の事務室及び書庫等を探

索したが，本件対象保有個人情報の外に，本件請求保有個人情報に

該当する情報が記載された文書は確認できなかった。 

   イ 原処分において，別紙の１の請求１ないし請求３（以下，それぞれ

「請求１」，「請求２」及び「請求３」という。）に掲げる３通の

開示請求に対し，本件対象文書を特定し，一部開示決定したが，各

請求に応じた整理をすると，以下のとおりである。 

   （ア）請求１の（１）ないし（６）について 

      当該請求は，特定日Ａ及びその前後における機構団信・火災保険

部の特定職員Ａと審査請求人及び損保会社との間で行われたやり取

りに関する保有個人情報を求めるものであると解されたことから，

当該やり取りに際し取得・作成した文書である文書１ないし文書３

２に記録されている保有個人情報を特定し，一部開示決定した。 

   （イ）請求２の（１）ないし（６）について 

      当該請求は，審査請求人が公庫（当時）から受けた住宅資金融資

の金銭消費契約及びその後の繰上返済契約並びに当該契約に基づく

返済内容に係る保有個人情報を求めるものであると解されたことか

ら，当該融資契約の際に審査請求人との間で交わした申込書，契約

書及び繰上返済試算表及び償還情報である文書３３ないし文書３９

に記録されている保有個人情報を特定し，開示決定した。 

   （ウ）請求２の（７）及び（９）について 

      当該請求は，審査請求人が融資契約時に締結した損害保険契約及
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び審査請求人が行った繰上返済時以降に審査請求人が加入する損害

保険契約に関する保有個人情報を求めるものであると解されたこと

から，融資の審査時に取得した火災保険契約証書である文書４０に

記録されている保有個人情報を特定し，開示決定した。 

   （エ）請求２の（８）について 

      当該請求は，審査請求人が融資契約時に締結した損害保険契約の

契約事務手続を行った者に関する保有個人情報を求めるものである

と解されたが，損害保険契約の事務手続は，損害保険会社の規定に

より行っており，機構は関与していないことから，請求の趣旨に適

う保有個人情報が記録された文書は処分庁では取得しておらず，不

存在である。 

   （オ）請求２の（１０）について 

      当該請求は，審査請求人が繰上返済を行ったことで融資金額が減

り，そのことで損害保険料に変更があった場合に関する保有個人情

報を求めるものであると解されたが，融資に際しては，融資金額が

減少しても，新たに損害保険の契約を結ぶ等の条件は付していない

ことから，請求の趣旨に適う保有個人情報が記録された文書は処分

庁では取得しておらず，不存在である。 

   （カ）請求２の（１１）について 

      当該請求は，審査請求人が融資契約時に締結した機構団体信用生

命保険契約に関する保有個人情報を求めるものであると解されたこ

とから，融資の審査時に取得した機構団体信用生命保険申込書であ

る文書４１に記録されている保有個人情報を特定し，開示決定した。 

   （キ）請求２の（１２）について 

      当該請求は，審査請求人が融資契約時に締結した機構団体信用生

命保険契約の契約事務手続を行った者に関する保有個人情報を求め

るものであると解されたが，機構団体信用生命保険の契約事務手続

は，生命保険会社の規定により行っており，機構は関与していない

ことから，請求の趣旨に適う保有個人情報が記録された文書は処分

庁では取得しておらず，不存在である。 

   （ク）請求２の（１３）について 

      当該請求は，審査請求人が行った繰上返済以降の損害保険契約及

び機構団体信用生命保険契約に関する保有個人情報を求めるもので

あると解されたところ，処分庁においては繰上返済により両保険契

約の内容に関する文書を改めて取得することはないので，関連性の

高い文書として当初の融資契約時に取得した文書４０及び文書４１

に記録されている保有個人情報を特定し，開示決定した。 

   （ケ）請求２の（１４）について 
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      当該請求は，審査請求人が繰上返済を行ったことで融資金額が減

り，そのことで機構団体信用生命保険の保険料に変更があった場合

に関する保有個人情報を求めるものであると解されたことから，繰

上返済後の保険料に関する文書である文書４２に記録されている保

有個人情報を特定し，開示決定した。 

   （コ）請求２の（１５）及び（１６）について 

      当該請求は，機構及び損害保険会社並びに生命保険会社が審査請

求人及び他の契約者に対し火災保険又は生命保険の契約内容に関し

て告知した事が解る保有個人情報を求めるものであると解されたが，

機構において，契約者に対し火災保険又は生命保険の契約内容に関

して特段の通知を行っていないことから，請求の趣旨に適う保有個

人情報が記録された文書は処分庁では取得しておらず不存在である。 

   （サ）請求２の（１７）について 

      当該請求は，機構特定職員Ｂが審査請求人に対して対応した事に

関する保有個人情報を求めるものであると解されたが，請求の趣旨

に適う保有個人情報が記録された文書は処分庁では取得・作成して

おらず不存在である。 

   （シ）請求３の（１）について 

      当該請求は，機構特定職員Ｃが審査請求人に対して対応した事に

関する保有個人情報を求めるものであると解されたことから，当該

やり取りに際し取得・作成した文書である文書１，文書２３及び文

書２８に記録されている保有個人情報を特定し，一部開示決定した。 

   （ス）請求３の（２）ないし（８）について 

      当該請求は，機構火災保険室並びに団信・火災保険部特定職員Ｄ

及び特定職員Ｅが審査請求人に対して対応した事に関する保有個人

情報を求めるものであると解されたが，請求の趣旨に適う保有個人

情報が記録された文書は処分庁では取得・作成しておらず不存在で

ある。 

（２）以下，検討する。 

ア 諮問庁の上記（１）イ（エ），（オ），（キ），（コ），（サ）

及び（ス）の説明については，特段不自然，不合理な点は認められ

ず，これを覆すに足りる特段の事情もないことから，本件開示請求

のうち，請求２の（８），（１０），（１２），（１５），（１６）

及び（１７）並びに請求３の（２）ないし（８）に該当する保有個

人情報を，機構において保有しているとは認められない。 

イ また，当審査会において，諮問庁から本件対象保有個人情報の提

示を受けて確認したところ，諮問庁の上記（１）イ（ア），（イ），

（ウ），（カ），（ク），（ケ）及び（シ）の説明についても，特
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段不自然，不合理な点はなく，これを覆すに足りる事情は認められ

ず，上記アの探索の範囲も不十分とはいえないことから，機構にお

いて，本件対象保有個人情報の外に，請求１の（１）ないし（６），

請求２の（１）ないし（７），（９），（１１），（１３）及び

（１４）並びに請求３の（１）に該当する保有個人情報を保有して

いるとは認められない。 

ウ したがって，機構において，本件対象保有個人情報の外に本件請求

保有個人情報に該当する保有個人情報を保有しているとは認められな

い。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

 ４ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件請求保有個人情報の開示請求につき，本件対象保

有個人情報を特定し，一部開示した決定については，機構において本件対

象保有個人情報の外に開示請求の対象として特定すべき保有個人情報を保

有しているとは認められないので，本件対象保有個人情報を特定したこと

は，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 
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別紙 

 

１ 本件請求保有個人情報 

請求１ 

（１）特定日Ａ貴構団信・火災保険部の特定職員Ａが当方に架電してきた行

き察と理由一切全て。 

（２）その時の当方との会話等やり取りの応接内容が解る一切すべて。 

（３）その結果，特定職員Ａが損保会社とのやり取り（架電，書面等）の応

接内容一切すべて。 

（４）その後，特定職員Ａが当方とのやり取り（架電，書面等）の応接内容

一切すべて。 

（５）その後，特定職員Ａが損保会社とのやり取り（架電，書面など）の応

接内容一切すべて。 

（６）本件に関して貴構理事長あてに差出した文書等に対応処理した，取り

扱い（処分）内容が解る一切すべて。 

 

 請求２ 

（１）特定年公庫時代に融資を受けた融資契約（金銭消費契約）が解る一切

全て。 

（２）上記融資契約に係る返済内容が解る一切全て。 ・ 

（３）上記融資契約に関して特定月Ａ特定金額繰り上げ返済を行ったこと及

び処理内容の解る一切すべて。 

（４）この繰り上げ返済以降，融資契約内容が解る一切全て。 

（５）この繰り上げ返済以降，借入内容並びに返済に関して解る一切すべて。 

（６）特定月Ｂ融資契約後，現時点までの返済額（元金，利息）合計一切全

て。 

（７）特定月Ｂ貴構の融資契約時に締結した損害保険契約に関する一切全て。 

（８）当損害保険契約を行った者の事業者並びに氏名，有資格有無，有資格

証提示，説明及び合意の有無の解る一切全て。 

（９）この繰り上げ返済時点及び以降，損害保険契約に関する一切すべて。 

（１０）当融資契約の返済及び繰上げ返済で，融資（借入）金額が減少した

ことによる損害保険保険料の解る一切全て。 

（１１）特定月Ｂ貴構の融資契約時に締結した生命保険契約に関する一切全

て。 

（１２）当生命保険契約を行った者の事業者並びに氏名，有資格有無，有資

格証提示，説明及び合意の有無の解る一切全て。 

（１３）この繰り上げ返済時点及び以降，生命保険契約に関する一切すべて。 

（１４）当融資契約の返済及び繰上げ返済で，融資（借入）金額が減少した
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ことによる生命保険保険料の解る一切全て。 

（１５）特定年以降現在まで，貴構及び損害保険会社が，当方並びに外契約

者等に対して告知（保険金額，保険料，改定，契約内容確詔，破たん，

合併，名称変更，補償内容など）したことが解る一切すべて。 

（１６）特定年以降現在まで，貴構及び生命保険会社が，当方並びに外契約

者等に対して告知（保険金額，保険料，改定，契約内容確認，破たん，

合併，名称変更，補償内容など）したことが解る一切すべて。 

（１７）貴構特定職員Ｂ宛，特定日Ｂ付「ご連絡」，特定日Ｃ付「ご連絡」

に対する対応処理状況の解るもの一切すべて。 

 

 請求３ 

（１）貴構特定職員Ｃ宛，特定日Ｄ付，「保険金支払い督促状」，及び特定

日Ｅ付「保険金支払いの件」  に対する対応処理状況の解るもの一切す

べて。 

（２）貴構特定職員Ｂ宛，特定日Ｂ付「ご連絡」，特定日Ｃ付「ご連絡」に

対する対応処理状況の解るもの一切すべて。 

（３）貴構火災保険室宛，特定日Ｆ付け「保険金不払い最終催告の件２」に

対する対応処理状況の解るものー切すべて。 

（４）貴構団信・火災保険部 特定職員Ｄ宛並びに特定職員Ｅ宛，特定日Ｇ

付け「事務連絡（保険金不払い苦情申立の件）」に対する対応処理状況

の解るもの一切すべて。 

（５）貴構団信・火災保険部 特定職員Ｄ宛並びに特定職員Ｅ宛，特定日Ｈ

付け「事務連絡（保険金不払い苦情申立の件）」に対する対応処理状況

の解るもの一切すべて。 

（６）貴構団信・火災保険部 特定職員Ｄ宛並びに特定職員Ｅ宛，特定日Ｉ

付け「事務連絡３（保険金不払い苦情申立の件）」に対する対応処理状

況の解るもの一切すべて。 

（７）貴構団信・火災保険部 特定職員Ｄ宛並びに特定職員Ｅ宛，特定日Ｊ

付け「事務連絡４（保険金不払い苦情申立の件）」に対する対応処理状

況の解るもの一切すべて。 

（８）貴構団信・火災保険部 特定職員Ｄ宛並びに特定職員Ｅ宛，特定日Ｋ

付け「保険金不払い苦情申立の件５」に対する対応処理状況の解るもの

一切すべて。 

 

２ 本件対象保有個人情報が記録された文書 

文書１  特定日Ｌ現在交渉記録（審査請求人氏） 

文書２  特定日Ｍ付け「特約火災保険の査定に対する苦情について」 

文書３  特定日Ｎ付け「家屋損傷状況の査定について」 
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文書４  特定日Ｏ付け「ＦＡＸ送信連絡」（ＦＡＸ） （１：３５） 

文書５  特定日Ｏ付け「ＦＡＸ送信連絡」（ＦＡＸ）（８：４６） 

文書６  特定日Ｏ付け「ＦＡＸ送信連絡」（郵便） 

文書７  特定日Ｐ付け「家屋損壊の査定内容について」 

文書８  特定日Ｑ付け「事務連絡」 

文書９  特定日Ｒ付け「事務連絡２」（ＦＡＸ） 

文書１０ 特定日Ｒ付け「事務連絡２」（郵便） 

文書１１ 特定日Ｓ付け「事務連絡３」 

文書１２ 特定日Ｔ付け「家屋損壊補償について（保険支払いの件）（ＦＡ

Ｘ） 

文書１３ 特定日Ｔ付け「家屋損壊補償について（保険支払いの件）」（郵

便） 

文書１４ 特定日Ｔ付け「事務連絡４ 家屋損壊補償について（保険支払い

の件）」 

文書１５ 特定日Ｕ付け「家屋損壊補償について（保険支払いの件）」（Ｆ

ＡＸ） 

文書１６ 特定日Ｕ付け「家屋損壊補償について（保険支払いの件）」（郵

便） 

文書１７ 特定日Ｕ付け「家屋損壊補償について（保険支払の査定につい

て）」 

文書１８ 特定日Ｖ付け「家屋損壊補償について（保険金支払の査定につい

て）２」 

文書１９ 特定日Ｗ付け「家屋損壊補償の保険請求の件」 

文書２０ 特定日Ｘ付け審査請求人様宛文書 

文書２１ 特定日Ｙ付け「保険請求に係る件」 

文書２２ 特定日Ｚ付け「末払い保険請求に係る件」 

文書２３ 特定日Ｄ付け「保険金支払督促状」（理事長宛） 

文書２４ 特定日Ｄ付け「保険金支払督促状」（機構宛） 

文書２５ 特定日 a 付け審査請求人様宛文書 

文書２６ 特定日ｂ付け「保険金支払督促の件」 

文書２７ 特定日Ｅ付け「保険金不払いの件」（機構宛） 

文書２８ 特定日Ｅ付け「保険金不払いの件」（理事長宛） 

文書２９ 特定日ｃ付け「ご連絡」 

文書３０ 特定日ｄ付け「保険金不払い督促」 

文書３１ 特定日ｅ付け「保険金不払い督促の件」 

文書３２ 特定日ｆ付け「保険金支払いに関する協議について」 

文書３３ 金銭消費貸借抵当権設定契約証書 

文書３４ 特定日ｇ付け「金銭消費貸借抵当権設定契約変更契約証書」 
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文書３５ 特定日ｈ付け「金銭消費貸借抵当権設定契約変更契約証書」 

文書３６ 住宅金融公庫繰上返済申込書・貸付条件変更申込書（兼預金口座

振替依頼書） 

文書３７ 念書 

文書３８ 住宅金融公庫一部繰上返済試算表 

文書３９ 償還情報 

文書４０ 火災保険契約証 

文書４１ 団体信用生命保険による債務弁済委託契約申込書 

文書４２ 今後の予定特約料について 


